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概要

本研究は，外部不経済を生み出す生産技術を企業が自ら選択できる状況を考察し，規制当局が

自国の社会厚生を最大にする最適な規制を，どう設定するかについて分析する．規制当局が技

術選択を企業に直接強制できない場合，企業に技術を自己選択させるために，適切なインセン

ティブを与える必要がある．本研究では，技術を直接規制する代わりに，規制当局が補助金政

策または課税政策を通じて企業に技術を自己選択させる状況を考察し，社会厚生を最大にする

技術がどのように選択されるのかについて，分析結果を提示する．ベンチマークとして，外国

企業が存在しない状況での最適な補助金・課税政策を示した後，外国企業が存在する状況を分

析し，企業に技術を自己選択させる補助金・課税政策の下での技術選択の結果を示す．外部不

経済の程度に依存して，企業に選択させる技術が直接規制のケースとは異なることが示される．

主な結論は以下の通りである．第一に，外部不経済が小さい時には，直接規制とは異なり補助

金・課税政策の下で，自国・外国企業共に外部不経済の高い技術を選択させる状況が現われる．

第二に，補助金政策よりも課税政策の方が，外部不経済の高い技術の選択に寛容となる．第三

に，外部不経済が大きい時，補助金・課税政策共に，両企業に対して外部不経済の低い技術を

選択させるが，その閾値となる外部不経済の水準は，直接規制と比べて大きくなる．
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1 はじめに

企業が生産活動を行うにあたって，生産費用は低いが外部不経済の大きい生産技術と，生産費

用は高いが外部不経済の小さい生産技術との選択を，迫られている状況を考えてみよう．利潤最大

化を目的とする企業は，外部不経済を一切考慮せずに技術を選択するので，生産費用は低いが外

部不経済の大きい技術を必ず選択するはずである．外部不経済を考慮した社会厚生最大化を目的

とする規制当局は，企業の生産技術の選択を直接強制できるとは限らない．もし規制当局が企業

の技術を直接規制できないのであれば，規制当局の望む技術を企業に自己選択させるために，企

業に対して何らかのインセンティブを与える必要がある．

本論文は，外部不経済を生み出す生産技術を企業が自ら選択できる状況を考察し，規制当局が

自国の社会厚生を最大にする最適な規制を，どのように設定するのかについて分析する．規制当

局は通常，企業の持つ私的情報に関して情報の非対称性に直面し，企業の生産技術を直接観察で

きない可能性がある．また，たとえ生産技術を直接観察できたとしても，企業がどの生産技術を

選択するかを規制当局が直接強制することは難しい．従って最適規制を考える際には，企業が生

産技術を自己選択するように，適切なインセンティブを与える必要がある．とりわけ，環境汚染

のような外部不経済が発生する生産技術の選択を考える場合，外部不経済の少ない技術を企業に

選ばせるために，補助金・課税政策といった再分配政策を通じて企業利潤に影響を与え，適切な

技術選択を促すインセンティブを提供しなければならない．

完備情報下で 1国のみを考える場合，企業への補助金や課税は自国内の社会厚生の分配のみに

影響し，社会厚生の大きさ自体には全く影響を与えない．従って，1国閉鎖経済を考える場合に

は，技術を直接規制できず企業に自己選択させるとしても，社会厚生を最大化する最善の技術選

択は常に実現可能である．しかしながら，外国企業が存在する状況では，補助金・課税政策によ

る企業へのインセンティブ付与は，外国企業への補助金であれば社会厚生の減少，課税であれば

社会厚生の増加を伴う．このため，技術を直接規制できる状況と比べると，技術を企業に自己選

択させる補助金・課税政策の下では，社会厚生を最大にする技術選択の結果が異なる．本研究で

は，最初にベンチマークとして，外国企業が存在しない 1国内の状況での最適な補助金・課税政

策を示し，その後で外国企業が存在する状況を分析する．補助金・課税政策を通じて自国企業と

外国企業に技術を自己選択させる時に，外部不経済の程度に応じてどの生産技術が選択されるの

かについて，分析結果を提示する．

本論文の執筆にあたり直接関係する参考文献として，Costinot (2008) を挙げておく．Costinot

(2008)は 2国モデルの枠組みで，外部不経済を生み出す生産技術に関する品質規制の問題を取り

上げた．具体的には，2国間で生産物基準に関する貿易協定を，内国民待遇 (national treatment)と

するか，相互承認 (mutual recognition)とするか，貿易協定に関する比較制度分析を行った．2国間

で合意形成に現実的制約が存在する時，内国民待遇と相互承認のどちらが望ましいかは，外部不

経済の大きさに依存して異なる．とりわけ，品質規制のみならず互換性規制についても分析を行

い，完備契約よりも不完備で硬直的な契約について分析の主眼が置かれている．ところが，彼の
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論文のモデル設定上の前提として，私企業の生産技術について完全情報を持つ政府もしくは規制

当局が，企業の用いる技術を直接指定し強制できる状況を前提とした議論が行われている．

より現実的な想定としては，企業の選択する生産技術の情報に関して，規制当局と企業の間に

は情報の非対称性が存在する場合が多い．1 仮に情報の非対称性が存在しなくとも，統制経済では

なく経済活動の自由が保証される私企業に対して，規制当局が企業の技術選択に直接介入するこ

とは難しい．こうした状況を踏まえると，Costinot (2008)や彼が挙げている多くの先行研究が想定

している技術の直接規制の仮定を緩め，企業が技術を自己選択する状況を考察する必要がある．2

言い換えれば，規制当局が企業に技術を自己選択させるインセンティブを与える最適規制を分析

する必要がある．本研究では，規制当局が補助金または課税により企業に適切なインセンティブ

を与え，自国の社会厚生上，望ましい生産技術を選択させる状況を考察する．補助金・課税政策

の下で外部不経済の大きさに応じて，望ましい生産技術の選択と社会厚生の大きさはどうなるの

かについて，分析結果を提示する．

本論文が提示する主な結論は以下の通りである．第一に，外部不経済が小さい時には，直接規

制とは異なり補助金・課税政策の下で，自国企業と外国企業共に外部不経済の高い技術を自己選

択させる状況が現われる．第二に，補助金政策よりも課税政策の方が，外部不経済の高い技術の

選択に寛容となる．第三に，外部不経済の程度が大きい時は，補助金・課税政策共に，自国・外

国企業に対して外部不経済の低い技術を自己選択させるが，その閾値となる外部不経済の水準は，

直接規制の時と比べて大きくなる．

本論文の構成は以下の通りである．第 2節は基本モデルを説明する．第3節は，外国企業が存在

する状況を分析するためのベンチマークとして，外国企業が存在しない 1国閉鎖経済を考察し，最

善を実現する最適な補助金・課税政策について示す．第 4節は，外国企業が存在する状況での最適

な補助金・課税政策について分析を行い，主な結論を提示する．第5節では，まとめと今後の課題

について述べる．

2 モデル

本論文で提示するモデルは基本的に，Costinot (2008)と同じ設定に従う．ただし，2国の市場に

ついては扱わず，1国自国市場のみ扱う．また，品質基準 (quality standards)についてのみ分析を

行う．3

はじめに，経済環境について描写する．第3節で分析するベンチマークでは外国企業が存在せず

自国企業のみが存在する．第 4節で分析する状況では，自国市場に自国企業と外国企業が 1社ずつ

1 とはいえ残念ながら本稿では，情報の非対称性については扱っていない．
2 外部不経済を持つ生産技術の直接規制に関する先行研究の紹介は，Costinot (2008)の第 1節を参照せよ．その後の

先行研究も多数あるが，文献紹介が本稿の目的ではないので省略する．
3 Costinot (2008)では互換性基準 (compatibility standards)についても分析を行っている．しかし互換性に関する生産

技術の選択問題は，外部不経済とは逆に外部経済が発生する生産技術の議論であり，外部経済が発生することから，企
業の私的利益追求と社会厚生最大化とが，必ずしも二律背反とはならない．また現実のビジネス慣行上も，政府による
規制よりも企業間の交渉に委ねられることが多い．議論が複雑となるため，紙幅の関係上本稿では扱わない．
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存在するものとする．自国 (domestic)企業と外国 (foreign)企業をそれぞれ，企業 dと企業 f で表す．

分析の簡単化のため，両企業は同質的 (identical)であるとし，両企業は同質財を生産する．財を生

産するために，2つの異なる生産技術が存在している．一つは環境汚染度の高い (high-polluting)生

産技術で，もう一つは環境汚染度の低い (low-polluting)生産技術で，それぞれ生産技術 H と Lと

呼ぶ．技術Hは財の私的生産費用は低く，一定の限界費用を cH = 0に基準化する．外部不経済が

大きく，生産量 1単位当り汚染物質を θ ≥ 0だけ発生する．一方，技術 Lは財の私的生産費用が高

く，一定の限界費用が cL = c(> cH = 0)だけかかる．技術 Lは生産量 1単位当り汚染物質を全く発

生させない (θ = 0)．すなわち，技術 Lは環境に優しい技術 (eco-friendly technology)である．企業

が選択できる 2つの生産技術は，自国企業・外国企業を問わず同じであるとする．企業は，1つの

技術で財を製造すると仮定する．4

次に消費者について描写する．消費者は測度 1で連続的に存在し，各消費者はいずれかの生産

技術で作った財を，せいぜい 1単位買うかそれとも全く買わないかを決める．財から得られる個

人の効用 (utility)を uとし，財の 1単位当りの価格を pとする．財生産に伴う外部不経済（公害）

は，自国の国民全体に影響する．製品 1単位あたりの外部不経済を φ で表すと，各消費者の効用

は以下の通りとなる．

U =




u− p−φ 価格 pで財を買う場合

−φ 財を買わない場合
(2.1)

(2.1)より，消費者にとっての財の需要は，企業がどの技術で生産されたかに依存しない．すなわ

ち，各消費者は集計された汚染に対してほとんど影響を与えないので，環境汚染度が高いか低い

かという財の生産技術に対して無差別である．

さらに単純化して，個人の効用 uが閉区間 [0,1]上に一様分布すると仮定する．測度 1，閉区間

[0,1]上の一様分布で，価格 pを課す時の総需要は D = 1− pであり，自国企業 dと外国企業 f の

生産量合計は S = qd +q f なので，市場均衡の下でD = S ⇔ 1− p = qd +q f となる．従って，企業

は次の共通価格 pを消費者に課す．

p = 1− (qd +q f ) (2.2)

企業 d と企業 f がそれぞれ，qd と q f の財を生産する時，外部不経済の水準は次式を満たすと

する．

φ = θdqd +θ f q f (2.3)

ここで，θi ∈ {0,θ}は企業 i = d, f の外部不経済の程度（汚染度）を表す．

4 この仮定を置く代わりに，ある生産技術の導入には一定の固定費用が掛かると仮定すれば，均衡において企業は生
産技術を一つだけ用いて財を製造することが示される．なぜなら，複数の技術を用いると企業利潤が必ず低下するから
である．この仮定の下で企業は決して，異なる 2つの技術を用いて財を生産しない．
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両企業 dと f はクールノー競争を行い，自国市場に財を供給する．限界費用の仮定として c < 1/2

を置く．5

次に，クールノー複占均衡を導出する．企業 iの利潤は πi = (p− ci)qiで表される．利潤最大化

の 1階条件は以下の通り．

p− ci −qi = 0 ⇔ qi =
1− ci −q j

2
(2.4)

両企業の反応関数 (2.4)を連立して，クールノー均衡生産量 (qi,q j) = (
1−2ci+c j

3 ,
1−2c j+ci

3 )を得る．財

の購入から得られる消費者余剰は
∫ 1

p (u− p)du = Q2/2であり，外部不経済を含めた消費者余剰を

CSとおくと，CS ≡ (Q2/2)−
∫ 1

0 φdu = (Q2/2)−φ である．自国の社会厚生をW とおくと，社会厚

生は消費者余剰と自国企業の利潤の合計 (W ≡ CS+πd)である．補助金・課税政策を実施する時

は，社会厚生から補助金を引き税金を加える．政府（規制当局）は，この自国社会厚生の最大化

を目的とする．複占市場で，自国企業と外国企業がそれぞれ技術Hか技術 Lを選択するので，全

部で 4通りのケースが存在する．自国企業 dが技術 kを，外国企業 f が技術 lを選択するケースを

(k, l); k, l = {H,L}で表す．例えば (H,L)は，自国企業が技術Hを，外国企業が技術 Lを選択する

状況である．均衡諸変数は表 1にまとめられる．

表 1: 自国企業と外国企業の複占均衡

(H,H) (H,L) (L,H) (L,L)
(cd ,c f ) (0,0) (0,c) (c,0) (c,c)

(qd ,q f ) ( 1
3 ,

1
3) ( 1+c

3 , 1−2c
3 ) ( 1−2c

3 , 1+c
3 ) ( 1−c

3 , 1−c
3 )

Q 2
3

2−c
3

2−c
3

2(1−c)
3

p 1
3

1+c
3

1+c
3

1+2c
3

(πd ,π f ) ( 1
9 ,

1
9) ( (1+c)2

9 , (1−2c)2

9 ) ( (1−2c)2

9 , (1+c)2

9 ) ( (1−c)2

9 , (1−c)2

9 )

φ 2
3 θ 1+c

3 θ 1+c
3 θ 0

CS 2(1−3θ)
9

(2−c)2−6(1+c)θ
18

(2−c)2−6(1+c)θ
18

2(1−c)2

9

W 1−2θ
3

2+c2−2(1+c)θ
6

2−4c+3c2−2(1+c)θ
6

(1−c)2

3

3 ベンチマーク：外国企業が存在しないケース

3.1 自国企業による独占

はじめに，外国企業が存在しないベンチマークとして，自国企業による独占のケースを考える．

外国の経済主体が存在しない状況で，政府が補助金・課税政策によって自国の独占企業に技術を

5 Costinot (2008)では，c < 1/4を仮定している．その理由として，この仮定の下では，(i)両企業は常に両市場に供
給する．(ii)ある企業が技術 H で生産し，別の企業が Lで生産する複占は決して最適でない．を挙げている．しかしな
がら，この仮定は最適な規制の分析を簡単にするための仮定であり，分析上の制約としては若干強い．均衡で両企業が
正の生産をするのを保証するだけならば，仮定を緩めて c < 1/2で良い．従って本稿では c < 1/2を仮定する．
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自己選択させる時，補助金や課税は社会厚生の経済主体間の分配には影響を与えるが，社会厚生

の大きさ自体には影響を与えない．分配の公平性や政策実施の非効率性の問題が存在しない限り，

企業に技術を自己選択させる補助金・課税政策は，直接規制と同じ最善の結果を常に実現できる．

独占企業が選択する 2つの技術Hと Lおよび消費者の効用については，基本モデルと同じ設定

であるとする．独占企業の生産量を qmとすると，企業は以下の共通価格 pに直面する．

p = 1−qm (3.1)

外部不経済の水準は次式の通り．

φ = θqm (3.2)

企業は独占利潤 πm = (p− ci)qm を最大にする生産量 qm を選択する．利潤最大化の 1階条件 p−
ci −qm = 0より，独占生産量 qm = (1− ci)/2を得る．独占均衡の諸変数を表 2に示す．

表 2: 自国企業による独占均衡

H L
ci 0 c

qm 1
2

1−c
2

p 1
2

1+c
2

πm 1
4

(1−c)2

4

φ θ
2 0

CS 1−4θ
8

(1−c)2

8

W 3−4θ
8

3(1−c)2

8

異なる生産技術の社会厚生を比較すると，次式が成立する．

W H ≷W L ⇔ θ ≶ θ h
l ≡ 3c(2− c)

4
(3.3)

外部不経済の水準 θ が小さければ（大きければ），汚染度の高い（低い）技術H (L)の方が高い社

会厚生をもたらす．図 1に，θ と社会厚生の大小関係を図示する．一方，独占利潤は πmH > πmLが

常に成立する．企業は常に技術 H を選び，技術 Lを選ぶインセンティブはない．

もし外部不経済が小さければ θ < θ h
l ⇔W H >W L が成立するので，汚染度の高い技術Hの方が

社会厚生が大きく，政府は何もする必要がない．言い換えれば，企業と政府の間に技術採用に関し

て利害が一致している．反対に外部不経済が大きければ θ > θ h
l ⇔W H <W L が成立するので，汚

染度の低い技術 Lを採用する方が社会厚生が大きい．技術採用に関して企業と政府の間に利害不

一致が生じる．政府は独占企業に技術 Lを選ばせるために，利潤減少分を補填するか，技術Hの

6
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図 1: 自国企業による独占の社会厚生 (c = 0.2)

選択時にペナルティを与える，すなわち課税する必要がある．6

第一に，補助金政策による独占企業への適切な技術選択を考える．政府は独占企業が技術 Lを

選ぶ時，補助金 smを与えるとする．以下の不等式が成立する時，独占企業は自主的に技術 Lを採

用する．

πmH ≤ πmL + sm (3.6)

(3.6)の左辺は技術 H 選択時の企業利潤，右辺は技術 L選択時の企業利潤に補助金 smを加えたも

のである．(3.6)を等式で満たす最小補助金を ŝm ≡ πmH −πmL = c(2−c)/4と定義する．7 自国内で

補助金 smの大きさは社会厚生の分配のみに影響し，社会厚生の大きさ自体には影響しない．すな

6 本論文では，政府と企業の間に情報の非対称性は存在しないが，政府は直接規制を実施せず企業に技術を自己選
択させる状況を分析している．本論文とは異なる分析枠組みとして，情報の非対称性が存在する一方で，政府による
直接的な数量規制が可能なケースを考えることもできる．この場合には，企業の生産量を直接指定し強制できるので，
政府は次のメニュー契約 (menu contract)を提示する．技術 H と技術 Lを選ぶ企業にそれぞれ，生産量と移転所得の組
(qH ,T H)と (qL,T L)を選ばせるメニュー契約である．企業の誘因整合性（自己選択）条件は，企業が技術 Lを選ぶ時，
(qL,T L)が (qH ,T H)より望ましい以下の条件となる．

πmL(qL,T L;c) = (1−qL − c)qL +T L ≥ πmH(qH ,T H ;c) = (1−qH − c)qH +T H (3.4)

企業が技術 H を選ぶ時，(qH ,T H)が (qL,T L)より望ましい以下の条件となる．

πmH(qH ,T H ;0) = (1−qH)qH +T H ≥ πmH(qL,T L;0) = (1−qL)qL +T L (3.5)

である．このようなメニュー契約が実現可能ならば，政府は独占企業の生産量を直接規制できるので，情報レントの支
払いは発生するが，外部不経済のみならず独占による過小供給の問題を同時に解決できる．本論文では，上記のような
生産量を直接強制できる最適規制については考えず，生産量の選択自体は企業の自由な意思決定に委ねられる状況を考
えている．

7 最小補助金 ŝm をもらう時 (3.6)は等式で成立し，独占企業はどちらの技術を選ぶのも無差別であるが，分析の便
宜上，利潤が等しい時は技術 Lを選ぶものとする．最小補助金 ŝm から微小に正の値 (ε > 0)だけ補助金を増やすこと
で，技術 Lの確実な選択を独占企業に促せる．

7
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わち，技術 L採用時の社会厚生は常に，W L =CS+(πmL + sm)− sm = 3(1− c)2/8である．8 上記の

補助金政策では，補助金は社会厚生の分配にしか影響を与えないため，社会厚生を最大にする望

ましい技術が独占企業によって常に選択される．

第二に，課税政策での適切な技術選択を考える．技術Hを選んだ独占企業から，政府が tmの税

金を徴収するとする．以下の不等式が成立する時，独占企業は自主的に技術 Lを採用する．

πmH − tm ≤ πmL (3.7)

(3.7)の左辺は技術H選択時の企業利潤から税金を引いたもので，右辺は技術 L選択時の企業利潤

である．(3.7)を等式で満たす最小税金は t̂m ≡ πmH −πmL = c(2− c)/4で，当然ながら最小補助金

ŝmと同じ額である．補助金と同様，税金 tmの大きさは社会厚生の大きさ自体には影響しない．9補

助金政策と課税政策の違いは，企業が技術 Lを選べば政府の補助金支払いは必ず発生するが，税

金 tmの徴収は実現しない点にある．社会厚生はW L =CS+πmL = 3(1−c)2/8であり，上記の課税

政策の下で，社会的に望ましい技術が常に自己選択される．

3.2 自国企業による複占

続いて，外国企業は存在しないが自国企業が 2社存在する複占のケースを考える．外国の経済

主体が存在しない状況では，社会厚生の一部が外国に流出することも，外国から社会厚生の一部

が流入することがない．従って，自国企業が複占競争する場合でも補助金政策や課税政策を通じ

て，自国企業 2社に望ましい技術を自己選択させることが可能である．

同質財を生産する自国複占企業 i = 1,2は，次の共通価格 pを消費者に課す．

p = 1− (q1 +q2) (3.8)

外部不経済の水準は以下の通りである．

φ = θ1q1 +θ2q2 (3.9)

各企業 iは，複占市場で企業利潤 πi = (p−ci)qiを最大にする生産量 qiを選択する．3.1節でみた独

占とは異なり，複占市場では各企業がそれぞれ技術 H か Lを選択するので，全部で 4つのケース

が存在する．企業 1が技術 kを，企業 2が技術 lを選択するケースを (k, l); k, l = {H,L}で表すと，

8 ただし，補助金政策の実施に伴う非効率性があれば，社会厚生の大きさに影響を与える．例えば，規制の経済学で
有名なテキストの Laffont and Tirole (1993)では，補助金支払いに関する非効率性のパラメータ α > 0が導入されてい
る．もし，補助金 1単位を集めるのに (1+α)単位の行政費用が掛かるとすると，補助金を支払わない方が望ましくな
り，社会厚生はW L =CS+(πmL + sm)− (1+α)sm = (3(1− c)2/8)−αsm に変化する．本論文では，政策実施の非効率
性については考えない．

9 脚注8と同様に，課税に伴う行政費用等の非効率性があれば社会厚生は変わるが，本論文はそうした非効率性を考
えない．さらに課税政策の場合，企業が技術 Lを選ぶ限り均衡で課税は実現せず，非効率性が存在しても差し当たり問
題はない．

8
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自国企業による複占均衡の諸変数は表3にまとめられる．社会厚生は消費者余剰と 2企業の利潤の

合計，W =CS+π1 +π2 である．

表 3: 自国企業による複占均衡

(H,H) (H,L) (L,H) (L,L)
(c1,c2) (0,0) (0,c) (c,0) (c,c)

(q1,q2) ( 1
3 ,

1
3) ( 1+c

3 , 1−2c
3 ) (1−2c

3 , 1+c
3 ) ( 1−c

3 , 1−c
3 )

Q 2
3

2−c
3

2−c
3

2(1−c)
3

p 1
3

1+c
3

1+c
3

1+2c
3

(π1,π2) ( 1
9 ,

1
9) ( (1+c)2

9 , (1−2c)2

9 ) ( (1−2c)2

9 , (1+c)2

9 ) ( (1−c)2

9 , (1−c)2

9 )

φ 2
3 θ 1+c

3 θ 1+c
3 θ 0

CS 2(1−3θ)
9

(2−c)2−6(1+c)θ
18

(2−c)2−6(1+c)θ
18

2(1−c)2

9

W 2(2−3θ)
9

8−8c+11c2−6(1+c)θ
18

8−8c+11c2−6(1+c)θ
18

4(1−c)2

9

4ケースの社会厚生の大小関係は，外部不経済の水準 θ に依存して次式の通りとなる．

W HH ≷W LL ⇔ θ ≶ θ hh
ll ≡ 2c(2− c)

3
(3.10)

W HH ≷W HL =W LH ⇔ θ ≶ θ hh
hl ≡ c(8−11c)

6(1− c)
(3.11)

W HL =W LH ≷W LL ⇔ θ ≶ θ hl
ll ≡ c(8+3c)

6(1+ c)
(3.12)

(3.10)から (3.12)より，θ が小さければ（大きければ）汚染度の高い技術H (L)の社会厚生が大き

い．また，社会厚生の大小関係を決定する θ の 3つの閾値 θ hh
ll , θ hh

hl , θ hl
ll の大小関係は，汚染度の

低い技術 Lの私的限界費用 cの大きさに依存している．c < 1/2の仮定の下で，3つの閾値の大小

関係について次式が成立する．10

If c




∈ (0, 1
4)

= 1
4

∈ ( 1
4 ,

1
2)



, θ hl

ll




<

=

>




θ hh
ll




<

=

>




θ hh
hl . (3.13)

(3.13)より，技術 Lの私的限界費用 cが小さい時 (c ∈ (0,1/4))，θ の大きさに依存して社会厚生の

大小関係は次式を満たす．

If θ




∈ [0,θ hl
ll )

∈ [θ hl
ll ,θ

hh
ll )

∈ [θ hh
ll ,θ

hh
hl )

≥ θ hh
hl



,

W HH >W HL >W LL

W HH >W LL ≥W HL

W LL ≥W HH >W HL

W LL >W HL ≥W HH

. (3.14)

10 c = 1/4の時，θ hl
ll = θ hh

ll = θ hh
hl = 7/24である．

9
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c = 1/4の時は脚注10より，社会厚生の大小関係は次式を満たす．

If θ





∈ [0, 7
24)

≥ 7
24



 ,

W HH >W HL >W LL

W LL ≥W HL ≥W HH
. (3.15)

cが大きい時 (c ∈ (1/4,1/2))，社会厚生の大小関係は次式を満たす．

If θ





∈ [0,θ hh
hl )

∈ [θ hh
hl ,θ

hh
ll )

∈ [θ hh
ll ,θ

hl
ll )

≥ θ hl
ll




,

W HH >W HL >W LL

W HL ≥W HH >W LL

W HL >W LL ≥W HH

W LL ≥W HL >W HH

. (3.16)

図 2に，θ と社会厚生の大小関係を図示する．

W
HH

W
LL

W

�
�ll
hl

0.140.1350.130.1250.12

0.3625

0.36

0.3575

0.355

0.3525

W
HL

�ll
hh

�hl
hh

(a) c = 0.1のケース (θ ∈ [0.12,0.14])

W
HH

W
LL

W

�
�ll
hl

W
HL

�ll
hh

�hl
hh

0.350.3450.340.3350.330.3250.32

0.23

0.225

0.22

0.215

(b) c = 0.3のケース (θ ∈ [0.32,0.35])

図 2: 自国企業による複占の社会厚生

企業 1の利潤の大小関係は θ に依存せず，常に以下の通りである．企業 2も同様である．

πHL
1 =

(1+ c)2

9
> πHH

1 =
1
9
> πLL

1 =
(1− c)2

9
> πLH

1 =
(1−2c)2

9
(3.17)

外部不経済を一切考慮しない企業にとって，自社が汚染度の高い技術を選び，他社が汚染度の低

い技術を選ぶ時，低い私的限界費用により競争優位に立つため，利潤が最も大きくなる．他社が

どの技術を採用しても自社は技術 H を選ぶのが強支配戦略である (πHL
1 > πLL

1 , πHH
1 > πLH

1 )．

3.2.1 限界費用が相対的に低いケース (c ∈ (0,1/4])

はじめに c ∈ (0,1/4]のケースを考える．(3.14)より，W HH かW LLのいずれかで社会厚生が最大

となり，W HLが最大となることはない．もし外部不経済が小さければ θ < θ hh
ll ⇔W HH >W LL が

成立する．汚染度の高い技術Hの方が社会厚生が大きく，企業は自ら技術Hを選ぶので政府は何

10
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もする必要がない．

反対に，外部不経済が大きく θ ≤ θ hh
ll ⇔W HH ≤W LLが成立する時，汚染度の低い技術 Lを採用

した方が社会厚生が大きい．政府は，企業に自ら技術 Lを選ばせるために，技術 Lの選択に補助

金を与えるか，技術 H の選択に課税する必要がある．

第一に，補助金政策を考える．W HH ≤W LLかつ πHH
i > πLL

i のため，技術採用について政府と企

業の間に利害不一致が存在する．ここで政府が両企業に補助金 sLLを提示し，πHH
i ≤ πLL

i + sLL が

成立したならば，両企業は共に技術 Lを採用するように思われるかもしれない．この制約式を満

たす最小補助金は ŝLL ≡ πHH
i −πLL

i = c(2− c)/9である．しかしながら，補助金 sLLが小さい時に

は，補助金を与えた後の企業利潤の大小関係は次式を満たす．

πHL
1 =

(1+ c)2

9
> πLL

1 =
(1− c)2

9
+ sLL ≥ πHH

1 =
1
9
> πLH

1 =
(1−2c)2

9
(3.18)

両企業が協調して (H,H)から (L,L)に移行する時は補助金により利潤が増加するが，他社が技術 L

を選択した時に自社が技術Hを選んで逸脱する誘因が，依然として残っている．従って，(L,L)から

(H,L)への逸脱を防止するためには，逸脱時に得られる利潤以上を保証しなければならない．このた

め政府は両企業により多くの補助金 sHLを与え，πHL
1 ≤ πLL

1 +sHLを満たす必要がある．この時，両企

業は逸脱せず技術 Lを採用する．上記の制約を満たす最小補助金は ŝHL ≡ πHL
1 −πLL

1 = 4c/9 (> ŝLL)

である．補助金 sHLを与えた後の企業利潤の大小関係は次式を満たす．

πHL
1 =

(1− c)2

9
+ sHL ≥ πLL

1 =
(1+ c)2

9
> πHH

1 =
1
9
> πLH

1 =
(1−2c)2

9
(3.19)

上記の補助金の下で，社会厚生W LL =CS+2(πLL
i + sHL)−2sHL = 4(1−c)2/9が実現し，社会厚生

を最大にする社会的に望ましい技術が選択される．外国企業の存在しないベンチマークでは，補

助金 sHLの大きさは社会厚生の分配のみに影響し，社会厚生の大きさ自体には影響しない．

第二に，課税政策を考える．課税でも補助金と同様に，社会的に望ましい技術の自己選択が

実現可能である．政府が技術 H を採用する企業に課税するとしよう．政府が税金 tLL を徴収し

πHH
i − tLL ≤ πLL

i が成立すれば，両企業共に技術 Lを採用するように思われるかもしれない．この

制約を満たす最小税金は t̂LL ≡ πHH
i −πLL

i = c(2− c)/9である．税金 tLLが小さい時，課税後の企

業利潤の大小関係は次式を満たす．

πHL
1 =

(1+ c)2

9
> πLL

1 =
(1− c)2

9
≥ πHH

1 − tLL =
(1− c)2

9
> πLH

1 =
(1−2c)2

9
(3.20)

両企業が協調して (H,H)から (L,L)に移行すれば課税されないが，他社が技術 Lを選んで逸脱しな

い時に，自社が技術Hを選んで逸脱する誘因が残る．従って，企業の一方的な逸脱を防止するため

に，逸脱時に得られる利潤を減らす税金 tHLを課し，πHL
1 − tHL ≤ πLL

1 を満たす必要がある．この時，

両企業共に逸脱せず技術Lを採用する．この制約を満たす最小税金は t̂HL ≡ πHL
1 −πLL

1 = 4c/9 (> t̂LL)

である．補助金政策と課税政策の違いは，補助金政策では実際に政府が企業に補助金を支払うのに

11
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対して，課税政策では実際には企業への課税は行われない．上記の課税政策の下で，両企業共に

社会的に望ましい技術 Lを自主的に選択し，社会厚生W L =CS+2πLL
i = 4(1− c)2/9が実現する．

課税政策の場合，税金支払いは実現せず，tHLの大きさは社会厚生の大きさには影響しない．11

3.2.2 限界費用が相対的に高いケース (c ∈ (1/4,1/2))

次に c ∈ (1/4,1/2)のケースを考える．(3.16)より，θ の大きさに依存してW HH , W HL(=W LH),

W LL の全てに社会厚生が最大となる可能性がある．(3.17)より各企業の強支配戦略は技術 H の採

用である．θ < θ hh
hl ならばW HH が最大となり，両企業共に技術Hを自主的に選び社会厚生が最大

となるので，政府は何もする必要がない．

θ ∈ (θ hh
hl ,θ

hl
ll )の時はW HLが最大となり，ある企業には技術Hを，別の企業には技術 Lを選ばせ

る非対称な選択が，社会厚生を最大にする．例えば企業 2は，技術Hの選択が支配戦略なので何も

する必要はないが，企業 1には，技術 Lを自己選択させるインセンティブを与える必要がある．何

もしなければ (H,H)が実現するので，企業 1への補助金 sLHを πHH
1 ≤ πLH

1 +sLH を満たすように与

える．最小補助金は ŝLH ≡ πHH
1 −πLH

1 = 4c(1−c)/9である．このケースでは，1企業のみ逸脱しな

ければよいので 1企業のみに補助金を与える．社会厚生はW HL =CS+πLH
2 +(πLH

1 + sLH)− sLH =

(8− 8c+ 11c2 − 6(1+ c)θ)/18 である．12 自国内では，補助金 sLH の大きさは分配のみに影響し，

社会厚生の大きさ自体には影響しない．また，課税政策でも同じ選択を実現できる．企業 2は，

技術 H の選択が支配戦略なので，インセンティブを与える必要はない．企業 1には，技術 H 選

択のペナルティとして税を課す．πHH
1 − tLH ≤ πLH

1 を満たすように tLH を設定する．最小税金は

t̂LH ≡ πHH
1 −πLH

1 = 4c(1−c)/9である．1企業のみに課税する政策であるが，均衡では技術 Lが選

ばれ実際には課税は実現しない．さらに，tLH の値は社会厚生の大きさには影響しない．

θ ≥ θ hl
ll の時はW LLで社会厚生が最大となる．この時政府は，両企業に補助金を与える必要があ

る．3.2.1節において説明したように，政府が両企業に πHH
i ≤ πLL

i +sLLを満たす補助金 sLLを与えた

としても，他社が技術 Lを選択する時に自社が技術Hに逸脱するのを阻止できない．逸脱防止のた

めには，逸脱時に得られる利潤以上を保証しなければならない．従って，πHL
1 ≤ πLL

1 +sHLを満たす

ような補助金 sHLを与える必要がある．最小補助金は ŝHL ≡ πHL
1 −πLL

1 = 4c/9である．この補助金

政策の下で両企業は技術 Lを選択し，最大の社会厚生W LL =CS+2(πLL
i +sHL)−2sHL = 4(1−c)2/9

が実現する．補助金 sHLの大きさは分配のみに影響し，社会厚生の大きさには影響しない．同じ

結果を課税政策でも実現できる．3.2.1節で述べたように，他社が技術 Lを選んで逸脱しない時に

自社が技術 H を選ぶ一方的逸脱を防止するために，逸脱時の利潤を減らす課税を行う必要があ

る．πHL
1 − tHL ≤ πLL

1 を満たすように税金 tHL を課す．最小税金は t̂HL ≡ πHL
1 − πLL

1 = 4c/9 であ

る．この課税政策の下で両企業が技術 Lを選択し，実際の課税支払い tHLは発生しない．社会厚

11 特殊なケースとして，c = 1/4かつ θ = 7/24の時は，常にW LL =W HL =W LL が成立する．生産技術の選択にか
かわらず，社会厚生は常に一定なので，企業に生産技術を選択させるいかなる政策も必要ない．

12 記号表現の細かい注意点として，企業 2の利潤は πLH
2 = πHL

1 である．

12
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生W LL =CS+2πLL
i = 4(1− c)2/9が実現する．

4 外国企業が存在するケース

第3節のベンチマークでは，自国市場に外国企業が存在せず自国企業のみ存在するケースを扱っ

た．本節では，外国企業が存在するケースを考え，社会厚生を最大にする最適規制について分析

結果を提示する．

4.1 直接規制

Costinot (2008)は，本研究の設定と類似の分析枠組みで，自国市場に自国企業と外国企業が存在

する時に，政府が企業の生産技術の選択を直接コントロールできる状況を分析している．4.1節で

は，政府が企業の生産技術を直接指定し強制できるケースを考える．以下ではこのケースを「直

接規制」と呼ぶことにする．直接規制の下では補助金政策・課税政策を用いずとも，政府は自国

企業と外国企業に，社会厚生を最大化する生産技術を強制できる．

第 2節で提示した基本モデルの通り，自国企業と外国企業の生産量をそれぞれ qd と q f とおく

と，(2.2)の逆需要関数 p = 1− (qd +q f )に直面する企業が，利潤 πi = (p−ci)qiを最大化する生産

量を選択する．生産によって (2.3)で示した外部不経済 φ = θdqd +θ f q f が発生する．自国企業と

外国企業のクールノー複占均衡における諸変数は，表 1の通りである．自国市場が同じ複占競争で

あっても，自国企業しか存在しないケースと外国企業が存在するケースでは，社会厚生が異なる．

3.2節で分析した外国市場が存在しないケースで，社会厚生はW =CS+π1 +π2 であり両企業の利

潤を含む．一方，外国企業が存在するケースの社会厚生はW =CS+πd であり，外国企業の利潤

π f を含まない．

技術選択に関する 4ケースの社会厚生の大小関係は，次式の通りである．

W HL >W LH , W HL >W HH , (4.1)

W LH ≷W LL ⇔ θ ≶ θ LH
LL ≡ c2

2(1+ c)
, (4.2)

W HH ≷W LL ⇔ θ ≶ θ HH
LL ≡ c(2− c)

2
, (4.3)

W HL ≷W LL ⇔ θ ≶ θ HL
LL ≡ c(4− c)

2(1+ c)
, (4.4)

W HH ≷W LH ⇔ θ ≶ θ HH
LH ≡ c(4−3c)

2(1− c)
. (4.5)

(4.2)から (4.5)の社会厚生の大小関係は，外部不経済の水準 θ に依存する．c < 1/2の下で，4つ

13
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の閾値の大小関係は常に次式を満たす．

θ LH
LL < θ HH

LL < θ HL
LL < θ HH

LH (4.6)

(4.1)から (4.6)より，外部不経済の水準 θ の大きさに依存した社会厚生の大小関係は，次式を満

たす．

If θ





∈ [0,θ LH
LL )

∈ [θ LH
LL ,θ HH

LL )

∈ [θ HH
LL ,θ HL

LL )

∈ [θ HL
LL ,θ HH

LH )

≥ θ HH
LH





,

W HL >W HH >W LH >W LL

W HL >W HH >W LL ≥W LH

W HL >W LL ≥W HH >W LH

W LL ≥W HL >W HH >W LH

W LL >W HL >W LH ≥W HH

. (4.7)

W HLまたはW LLのいずれかで社会厚生が大きくなり，W HH とW HLが厚生最大化を実現すること

はない．(4.7)より，外国企業には必ず汚染度の低い技術 Lを指定すればよい．この理由は，技術

Lの選択は，外部不経済を抑えると同時に，外国企業の生産費用を高くし自国企業を競争上優位に

するからである．自国企業は，外部不経済 θ が小さい（大きい）時，汚染度の高い（低い）技術

H (L)を選ぶ方が社会厚生は大きくなる．θ が小さい時は，外国企業のみに技術 Lを選ばせ，自国

企業を競争上有利にする方が望ましい．図3に，θ と社会厚生の大小関係を図示する．要約すると，

政府が生産技術を直接規制できるのであれば，図3に示されている通り，θ が小さければ (H,L)の

選択が望ましく，θ が大きければ (L,L)の選択が望ましい．

W
HH

W
HL

�LL
LH

0.50.3750.250.1250

0.3

0.25

0.2

0.15

0.1

0.05

0

W
LH

W
LL

W

�
�LL
HH

�LL
HL

�LH
HH

図 3: 直接規制の社会厚生 (c = 0.2)
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次の4.2節と4.3節ではそれぞれ，自国企業と外国企業に対し補助金政策または課税政策を実施し，

企業に生産技術を自己選択させる状況を考える．

4.2 補助金政策

補助金政策の下で，政府が企業に生産技術を自己選択させる状況を考える．自国市場に自国企

業のみ存在し外国企業が存在しないケースでは，社会厚生は必ず自国内に留まるので（政策実施

の非効率性がない限り）最大の社会厚生を必ず実現できる．このことは3節で示した．言い換えれ

ば，外国企業が存在しないケースで補助金政策・課税政策は，最善 (first-best)の結果を必ず実現で

きる．しかし外国企業が存在する状況において，外国企業に補助金を与えると自国の社会厚生の

一部が外国に流出してしまう．反対に，外国企業への課税により自国の社会厚生が増加する．こ

のため，外国企業を通じた社会厚生の増減の影響を考慮して，政府は適切な補助金政策・課税政

策を実施する必要がある．第3節で議論したベンチマークの補助金政策を参考に，4.2節では，自国

企業と外国企業が複占競争する状況での，最適な補助金政策について分析結果を提示する．

自国企業と外国企業の利潤の大小関係は，次式の通りである．

πHL
d =

(1+ c)2

9
> πHH

d =
1
9
> πLL

d =
(1− c)2

9
> πLH

d =
(1−2c)2

9
(4.8)

πLH
f =

(1+ c)2

9
> πHH

f =
1
9
> πLL

f =
(1− c)2

9
> πHL

f =
(1−2c)2

9
(4.9)

4.2.1 (H,H)の選択

(4.8)と (4.9)により，政府の政策がなければ両企業共に，他社の選択する生産技術にかかわらず，

技術Hを選択するのが強支配戦略となる．従って，技術 (H,H)を実現するために政府は何もする

必要がない．以下では，補助金政策後の社会厚生を Ŵ で表すこととする．技術 (H,H)を自主的に

選択させる時の社会厚生は Ŵ HH =W HH である．

4.2.2 (H,L)の選択

技術 (H,L)を実現したい場合，外国企業が技術 Lを選ぶなら，自国企業は技術Hを選ぶのが支

配戦略なので，自主的に技術Hを選択する．政府は自国企業に補助金を与える必要はない．しか

し，外国企業が技術 Lを選ぶと企業利潤が低下するので，外国企業に技術 Lを自己選択させるた

めには，補助金により適切なインセンティブを与える必要がある．

外国企業に技術 Lを選ばせる補助金政策を考える．(4.9)より，自国企業が技術Hを選ぶ時，外

国企業が技術Hから技術 Lに変更すると利潤が低下する．従って，外国企業に技術 Lを選ばせる

ためには，πHH
f ≤ πHL

f + sHL
f を満たす補助金 sHL

f が必要になる．しかしながら自国政府にとって，

この補助金は社会厚生の国外流出となる．この制約式を満たす最小補助金は ŝHL
f ≡ 4c(1− c)/9で

15
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ある．外国企業に最小補助金 ŝHL
f を支払った後の自国の社会厚生は，Ŵ HL ≡W HL − ŝHL

f <W HL と

なる．

4.2.3 (L,H)の選択

続いて，技術 (L,H)の自主的選択を考える．外国企業の支配戦略は技術Hの選択であり，外国

企業に補助金を与える必要はない．一方，自国企業が技術 Lを選ぶと利潤が低下するので，技術

Lを自己選択させるためには，自国企業に適切なインセンティブを与える必要がある．(4.8)より，

外国企業が技術Hを選ぶ時，自国企業が技術Hから技術 Lに変更すると利潤が低下する．従って，

自国企業に技術 Lを選ばせるには，πHH
d ≤ πLH

d + sLH
d を満たす補助金 sLH

d が必要になる．とはいえ

自国政府にとって，自国企業への補助金は厚生の分配のみに影響し，社会厚生の大きさには影響

しない．この制約式を満たす最小補助金は ŝLH
d ≡ 4c(1− c)/9である．自国企業に最小補助金 ŝLH

d

を支払った後の自国の社会厚生は，Ŵ LH ≡W LH である．

4.2.4 (L,L)の選択

最後に，技術 (L,L)を実現したい場合に，両企業に技術 Lを選ばせるための補助金政策を考え

る．πHH
i > πLL

i より，技術選択に関して企業と政府の間に利害不一致が存在し，政府は両企業に

補助金を与える必要がある．補助金 sLL
i が πHH

i ≤ πLL
i + sLL

i を満たせば，両企業は技術 Lを採用す

ると思われるかもしれない．13 この制約式を満たす最小補助金は ŝLL ≡ πHH
i −πLL

i = c(2− c)/9で

ある．しかし補助金 sLL
i が小さければ，補助金後の企業利潤の大小関係は次式を満たす．以下では

自国企業の利潤のみ示すが，外国企業についても同様である．

πHL
d =

(1+ c)2

9
> πLL

d =
(1− c)2

9
+ sLL

d ≥ πHH
d =

1
9
> πLH

d =
(1−2c)2

9
(4.10)

両企業が協調して (H,H)から (L,L)に移行する時は，補助金で利潤が増加するが，他社が技術 L

を選択している時に自社が技術Hに逸脱する誘因が発生する．従って3.2節での議論と同様に，逸

脱防止のために逸脱時に得られる利潤以上を保証しなければならない．このため πHL
d ≤ πLL

d + sHL
d

を満たす補助金 sHL
d を与える必要がある．補助金 sHL

d を与えた後の自国企業の利潤の大小関係は，

次式を満たす．

πHL
d =

(1+ c)2

9
+ sHL

d ≥ πLL
d =

(1− c)2

9
> πHH

d =
1
9
> πLH

d =
(1−2c)2

9
(4.11)

この補助金の下で両企業は逸脱せず，技術 Lを採用する．最小補助金は ŝHL ≡ πHL
d −πLL

d = πLH
f −

πLL
f = 4c/9である．この時の社会厚生は Ŵ LL =CS+(πLL

d + ŝHL)−2ŝHL =CS+πLL
d − ŝHL <W LLで

13 両企業が対称的なので，結果的に補助金額は同じとなる．
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ある．自国企業への補助金 ŝHLの大きさは分配にのみ影響し，社会厚生の大きさには影響しない

が，外国企業への補助金は国富の国外流出となる．特に，c > 1/3だと Ŵ LL < 0となる．

4.2.5 生産技術と社会厚生

4.2.1節から4.2.4節の議論により，最小補助金 (ŝd , ŝ f )の下で得られる自国の社会厚生について，

表 4に要約する．比較のために直接規制のケースの社会厚生も示す．

表 4: 補助金政策の社会厚生

(H,H) (H,L) (L,H) (L,L)

(ŝd, ŝ f ) (0,0) (0, 4c(1−c)
9 ) ( 4c(1−c)

9 ,0) ( 4c
9 ,

4c
9 )

W 1−2θ
3

2+c2−2(1+c)θ
6

2−4c+3c2−2(1+c)θ
6

(1−c)2

3

Ŵ 1−2θ
3

6−8c+11c2−6(1+c)θ
18

2−4c+3c2−2(1+c)θ
6

(1−3c)(3−c)
9

4.2.1節から4.2.4節で既に示したように，Ŵ HH =W HHかつ Ŵ LH =W LH が成立する一方，Ŵ HL <

W HLかつ Ŵ LL <W LL が成立する．外国企業に補助金を与える必要のある場合には，直接規制の時

と比べて，補助金政策の時の社会厚生が減少する．

4ケースの社会厚生 Ŵ HH , Ŵ HL, Ŵ LH , Ŵ LL の大小関係を比較すると，θ の水準に依存して次式

が得られる．

Ŵ HL > Ŵ LH , (4.12)

Ŵ LH ≷ Ŵ LL ⇔ θ ≶ θ̂ LH
LL ≡ c(8+3c)

6(1+ c)
, (4.13)

Ŵ HH ≷ Ŵ HL ⇔ θ ≶ θ̂ HH
HL ≡ c(8−11c)

6(1− c)
, (4.14)

Ŵ HH ≷ Ŵ LL ⇔ θ ≶ θ̂ HH
LL ≡ c(10−3c)

6
, (4.15)

Ŵ HL ≷ Ŵ LL ⇔ θ ≶ θ̂ HL
LL ≡ c(12+5c)

6(1+ c)
, (4.16)

Ŵ HH ≷ Ŵ LH ⇔ θ ≶ θ̂ HH
LH ≡ c(4−3c)

2(1− c)
. (4.17)

Ŵ HL > Ŵ LH の大小関係だけは θ に依存せず確定する．(4.13)から (4.17)の通り，社会厚生の大小

関係は θ の大きさに依存する．c < 1/2の下で，5つの閾値の大小関係は次式を満たす．

max{θ̂ LH
LL , θ̂ HH

HL }< θ̂ HH
LL < θ̂ HL

LL < θ̂ HH
LH (4.18)

c ≶ 1
4
⇔ θ̂ LH

LL ≶ θ̂ HH
HL (4.19)

(4.12)から (4.19)より，外部不経済の水準 θ の大きさに依存した社会厚生の大小関係は，次式を

17
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満たす．c < 1/4の時，次の不等式が成立する．

If θ





∈ [0, θ̂ LH
LL )

∈ [θ̂ LH
LL , θ̂ HH

HL )

∈ [θ̂ HH
HL , θ̂ HH

LL )

∈ [θ̂ HH
LL , θ̂ HL

LL )

∈ [θ̂ HL
LL , θ̂ HH

LH )

≥ θ̂ HH
LH





,

Ŵ HH > Ŵ HL > Ŵ LH > Ŵ LL

Ŵ HH > Ŵ HL > Ŵ LL ≥ Ŵ LH

Ŵ HL ≥ Ŵ HH > Ŵ LL > Ŵ LH

Ŵ HL > Ŵ LL ≥ Ŵ HH > Ŵ LH

Ŵ LL ≥ Ŵ HL > Ŵ HH > Ŵ LH

Ŵ LL > Ŵ HL > Ŵ LH ≥ Ŵ HH

. (4.20)

c = 1/4の時，θ̂ LH
LL = θ̂ HH

HL が成立するので，(4.20)の最初の 2つの条件式が統合される．従って，

θ ∈ [0, θ̂ LH
LL )ならば Ŵ HH > Ŵ HL > Ŵ LH > Ŵ LL，θ ∈ [θ̂ LH

LL , θ̂ HH
LL )ならば Ŵ HL ≥ Ŵ HH > Ŵ LL ≥ Ŵ LH

が成立する．c ∈ [1/4,1/2)の時は θ̂ HH
HL < θ̂ LH

LL が成立し，(4.20)の最初の 3つの条件式が以下のよう

に変わる．θ ∈ [0, θ̂ HH
HL )ならば Ŵ HH > Ŵ HL > Ŵ LH > Ŵ LL，θ ∈ [θ̂ HH

HL , θ̂ LH
LL )ならば Ŵ HL ≥ Ŵ HH >

Ŵ LH > Ŵ LL，θ ∈ [θ̂ LH
LL , θ̂ HH

LL )ならば Ŵ HL > Ŵ HH > Ŵ LL ≥ Ŵ LH が成立する．

以上いずれのケースにおいても，外部不経済の水準 θ が小さい時は Ŵ HH が社会厚生が最大とな

り，θ が中間的な領域では Ŵ HLが最大で，θ が大きい状況では Ŵ LL が最大となる．外部不経済が

大きくなるにつれて，汚染度の低い技術を外国企業が，そして両企業が採用するのが社会厚生の

観点から望ましくなる．なお，Ŵ LH が社会厚生上最大となることはなく，(L,H)は決して選択さ

れない．図 4に，θ と社会厚生の大小関係を図示する．
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図 4: 補助金政策の社会厚生 (c = 0.2)
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4.3 課税政策

4.2節では，政府が補助金政策によって企業に生産技術を自己選択させるケースを考察した．と

ころで外国企業の存在しないベンチマーク・ケースを扱った第3節では，補助金政策も課税政策も

直接規制と同じ最善の結果を実現することを示した．対照的に，外国企業が存在するケースでは，

補助金政策と課税政策は直接規制と異なる結果となり，さらに補助金政策と課税政策の結果も異

なる．

4.3節では，政府が課税政策を用いて企業に生産技術を自主的に選択させるケースを考察する．

課税政策では外国企業から徴収する税金が自国の社会厚生を増加させるので，外国企業に汚染度

の高い技術を選ばせ，税金をあえて徴収する方が社会厚生が高くなる状況が出てくる．結果とし

て，補助金政策と課税政策では，同じ外部不経済の水準 θ でも，自国政府にとって望ましい生産

技術の選択が異なる場合が生じる．

4.3.1 (H,H)の選択

第一に，技術 (H,H)の自主的選択については，4.2.1節で述べたのと同様である．各企業にとっ

て技術Hを選択するのが強支配戦略であり，政府の政策がなくとも技術 (H,H)は実現する．この

時に実現する社会厚生はW HH である．

4.3.2 (H,L)の選択

第二に，技術 (H,L)の自主的選択について述べる．4.2.2節で述べたように，技術 (H,L)を実現

したい場合，外国企業が技術 Lを選ぶ時，自国企業は技術Hを選ぶのが支配戦略なので，自主的

に技術 Hは選択され，政府は自国企業にインセンティブを与える必要はない．しかし，外国企業

が技術 Lを選ぶと利潤が低下するので，外国企業が技術 Lを自己選択するには，技術Hを選んだ

時に課税し逸脱を防ぐ必要がある．

外国企業に技術 Lを選ばせる課税政策を考える．(4.9)より，自国企業が技術Hを選ぶ時，外国

企業が技術Hから技術 Lに変更すると利潤が減少する．従って，外国企業に技術 Lを選ばせるに

は，πHH
f − tHL

f ≤ πHL
f を満たすように税金 tHL

f を課す必要がある．自国政府にとって，この課税

分は社会厚生の外国から自国への流入となるが，実際にはこの課税政策は均衡外の結果 (off-path)

であり，均衡上 (on-path)では実現しない．この制約式を満たす最小税金は t̃HL
f ≡ 4c(1− c)/9であ

る．14 この課税政策の下で，外国企業に最小税金 t̃HL
f を課す時，(H,H)を実現する時の社会厚生

が税金分だけ増加する．従って，外国企業にあえて技術 Lを選ばせ，(H,H)を実現する時の社会

14 最小税金 t̃HL
f は，自国政府が外国企業に技術 Lを選ばせることのできる課税上限を意味する．もしこれ以上に tHL

f
を増やすと，自国政府は外国企業にあえて技術 H を選ばせ，(H,H)を実現した方が税収が入る分，社会厚生が大きく
なる．しかし，πHH

f − tHL
f < πHL

f が成立し外国企業は必ず技術 Lを選ぶので，(H,H)は実現できない．
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厚生が増加する．課税分増加する社会厚生を W̃ で表すこととする．課税分増加する社会厚生は

W̃ HH
HL ≡W HH + t̃HL

f >W HH となる．

4.3.3 (L,H)の選択

第三に，技術 (L,H)の自主的選択を考える．4.2.3節で述べたように，外国企業の支配戦略は技

術 H を選ぶことであり，外国企業に課税し選択を変えさせる必要はない．一方，自国企業が技術

Lを選ぶと利潤が低下するので，技術 Lを自己選択させるために自国企業に適切なインセンティブ

を与える必要がある．(4.8)より，外国企業が技術Hを選ぶ時，自国企業が技術Hから技術 Lに変

更すると利潤が減少する．従って，自国企業に技術 Lを選ばせるには，πHH
d − tLH

d ≤ πLH
d を満たす

課税 tLH
d が必要になる．とはいえ自国政府にとって，自国企業への課税は厚生の分配のみに影響

し，社会厚生の大きさには影響しない．この制約式を満たす最小税金は t̃LH
d ≡ 4c(1− c)/9である．

自国企業に最小税金 t̃LH
d を課した後の自国の社会厚生は，W̃ LH =W LH である．

4.3.4 (L,L)の選択

第四に，技術 (L,L)の自主的選択を考える．両企業に技術Lを選ばせるための課税政策として，政

府は企業が逸脱した場合，tHL
i を徴収する．4.2.4節で述べたように，両企業による一方的逸脱を防止

するには，逸脱時に得られる利潤に課税しなければならない．従って，自国企業にはπHL
d −tHL

d ≤ πLL
d

を満たす税金 tHL
d を課す必要がある．税金 tHL

d 課税後の自国企業の利潤の大小関係は，次式を満

たす．

πLL
d =

(1− c)2

9
≥ πHL

d =
(1+ c)2

9
− tHL

d ≥ πHH
d =

1
9
> πLH

d =
(1−2c)2

9
(4.21)

この時，両企業は逸脱せず技術 Lを採用する．最小税金は t̃HL ≡ πHL
d −πLL

d = πLH
f −πLL

f = 4c/9で

ある．一方，両企業に逸脱させて技術Hを選択させることで，技術 (H,H)の下で課税分社会厚生

が増加する．この時の社会厚生は W̃ HH
LL =CS+(πHH

d − t̃HL)+2t̃HL =W HH + t̃HL >W HH である．自

国企業への課税 t̃HL
d は分配にのみ影響し，社会厚生の大きさには影響しない．一方，外国企業への

課税 t̃HL
f は社会厚生の増加につながる．

4.3.5 生産技術と社会厚生

4.3.1節から4.3.4節で求めた逸脱前後の社会厚生を，表5に要約する．ここで表5の W̃ は，あえて

逸脱させた時の課税収入を含む社会厚生を表す．W が逸脱させない時の社会厚生，W̃ が逸脱させ

た時に得られる最大の社会厚生である．

既に述べたように (H,H)は支配戦略均衡として実現するので，課税により逸脱防止のインセ

ンティブを与える必要はない．このため，課税政策により社会厚生は変化しない (W̃ HH =W HH)．
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表 5: 課税政策の社会厚生

(H,H) (H,L) (L,H) (L,L)

(̃td , t̃ f ) (0,0) (0, 4c(1−c)
9 ) ( 4c(1−c)

9 ,0) ( 4c
9 ,

4c
9 )

W 1−2θ
3

2+c2−2(1+c)θ
6

2−4c+3c2−2(1+c)θ
6

(1−c)2

3

W̃ 1−2θ
3

(1+2c)(3−2c)−6θ
9

1−2θ
3

3+4c−6θ
9

(L,H)は，自国企業に課税して技術 Lを選択させる必要がある．逸脱しない時の社会厚生はW LH

で，自国企業が逸脱する時は (H,H)が実現する．自国企業の課税収入は自国の社会厚生の分配の

みに影響し，社会厚生の大きさには影響しないので，逸脱時の社会厚生は W̃ LH =W HH を満たす．

W HH とW LH の大小関係は，(4.5)に示されている．

(H,L)の時は，外国企業に課税し技術 Lを選択させる必要がある．一方，外国企業に逸脱させて

税収を得る時の社会厚生の上限は W̃ HH
HL >W HH + t̃HL

f であり，W HH より必ず大きくなる．同様に

(L,L)の時は，両企業に課税することで技術 Lを選択させる必要がある．一方，両企業に逸脱させ

て税収を得る時の社会厚生の上限は W̃ HH
LL >W HH + t̃LL

f であり，W HH より必ず大きくなる．さらに

t̃LL
f > t̃HL

f より，W̃ HH
LL > W̃ HH

HL が成立する．このため，政府が外国企業からの税収を考慮して社会

厚生を最大化する時，最も社会厚生が大きくなる逸脱は，(L,L)から両企業共に逸脱させて (H,H)

を実現する場合である．この時の社会厚生の上限は W̃ HH
LL である．

逸脱させて得られる最大の社会厚生 W̃ HH
LL と，逸脱させない時の 2つのケースの社会厚生W HL，

W LLを比較すると，次式を得る．

W̃ HH
LL ≷W HL ⇔ θ ≶ θ̃ HH

HL ≡ c(8−3c)
6(1− c)

(4.22)

W̃ HH
LL ≷W LL ⇔ θ ≶ θ̂ HH

LL ≡ c(10−3c)
6

(4.23)

W HL ≷W LL ⇔ θ ≶ θ HL
LL ≡ c(4− c)

2(1+ c)
(4.24)

(4.23)の W̃ HH
LL ≷W LLの閾値 θ̂ HH

LL は，(4.15)で示した Ŵ HH ≷ Ŵ LLの閾値と同じである．また (4.24)

は，(4.4)を再掲したものである．(4.22)から (4.24)までの 3つの閾値 θ̃ HH
HL ，θ̂ HH

LL ，θ HL
LL の大小関

係は，cの大きさに依存して次式の通りとなる．

If c




>

=

<




c̃ ≡ 5−
√

19
3

≈ 0.2137, θ̃ HH
HL




<

=

>




θ̂ HH
LL




<

=

>




θ HL
LL . (4.25)

技術 Lの私的限界費用 cが小さい時 (c < c̃)，θ̃ HH
HL < θ̂ HH

LL が成立する．(4.22)より，θ < θ̃ HH
HL ならば

W̃ HH
LL >W HL が成立する．(H,H)と (H,L)を比較すると，外国企業に技術 H を選択させ税収増に

より社会厚生を高める方が望ましい．反対に θ ≥ θ̃ HH
HL ならば，税収は得られないが外国企業に技
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術 Lを選択させる方が望ましい．また，ここでの閾値 θ̃ HH
HL は，補助金政策の下で (H,H)と (H,L)

の選択を決める閾値 θ̂ HH
HL とは異なる．θ が十分大きく θ > θ HL

LL の時は，W LL >W HL が成立する

ので，(L,L)の方が (H,L)より社会厚生は大きくなる．

従って，c < c̃の時，課税政策の下で社会厚生の大小関係は，次式の通りとなる．

If θ





∈ [0, θ̃ HH
HL )

∈ [θ̃ HH
HL , θ̂ HH

LL )

∈ [θ̂ HH
LL ,θ HL

LL )

≥ θ HL
LL




,

W̃ HH
LL >W HL >W LL

W HL ≥ W̃ HH
LL >W LL

W HL >W LL ≥ W̃ HH
LL

W LL ≥W HL > W̃ HH
LL

. (4.26)

(4.26) より，課税政策の下で外部不経済の水準 θ が小さい時 (θ ∈ [0, θ̃ HH
HL ))，両企業に技術 L

を選択させるよりも，両企業に逸脱させ技術 H を選択させる方が望ましい．一方，θ が中間領

域にある時 (θ ∈ [θ̃ HH
HL ,θ HL

LL ))，外国企業に技術 Lを選択させる (H,L)が望ましい．最後に，θ が

大きい時 (θ ≥ θ HL
LL )，(L,L)を選ばせるのが望ましい．c = c̃の時は θ̃ HH

HL = θ̂ HH
LL = θ HL

LL が成立し，

(4.26)の 4つの条件式が 2つに集約される．θ < θ̃ HH
HL ならば W̃ HH

LL >W HL >W LL，θ ≥ θ̃ HH
HL ならば

W LL ≥W HL ≥ W̃ HH
LL となり，θ が閾値を下回る時 (H,H)が選択され，θ が閾値を超えると (L,L)が

選択される．(H,L)が選択されることはない．

一方，企業の私的限界費用 cが大きく c ≥ c̃の時に，課税政策の下で社会厚生の大小関係は，次

式の通りとなる．

If θ




∈ [0,θ HL
LL )

∈ [θ HL
LL , θ̂ HH

LL )

∈ [θ̂ HH
LL , θ̃ HH

HL )

≥ θ̃ HH
HL



,

W̃ HH
LL >W HL >W LL

W̃ HH
LL >W LL ≥W HL

W LL ≥ W̃ HH
LL >W HL

W LL >W HL ≥ W̃ HH
LL

. (4.27)

限界費用 cが大きい時，自国企業のみ技術Hを選ばせる (H,L)は，社会厚生が最大にはならない．

(4.27)より θ < θ̂ HH
LL ならば，両企業に技術Hを選択させ外国企業からの税収により社会厚生を高

める方が望ましく，θ ≥ θ̂ HH
LL ならば，税収は得られないが両企業に技術 Lを選択させるのが望ま

しい．このケースでは，(H,H)または (L,L)と比べると (H,L)は社会厚生が下回るので決して選

択されない．要約すると，課税政策の下で外部不経済の水準 θ が小さい時 (θ ∈ [0, θ̂ HH
LL ))，両企業

に技術 Lを選択させるより，外国企業に逸脱させて得られる税収を考えて，(H,H)を認めるのが

望ましい．一方，θ が大きい時 (θ ≥ θ̂ HH
LL )，(L,L)を選ばせるのが望ましい．図5に，θ と社会厚生

の大小関係を図示する．
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図 5: 課税政策の社会厚生

4.4 直接規制と補助金政策・課税政策の技術選択の違い

第 4節を終えるにあたり，直接規制の場合と補助金政策・課税政策の場合の技術選択の違いにつ

いて述べる．4.1節で示したように，政府が自国企業と外国企業の技術を直接規制できるケースで

は，(H,L)または (L,L)が選択され，(H,H)が選択されることはなかった．特に外国企業には，必

ず汚染度の低い技術 Lを選択させるのが望ましい結果となった．対照的に，両企業に技術を自己

選択させる場合には，補助金政策・課税政策共に (H,H)が選択される状況が現われる．

補助金政策で政府が両企業に技術を自己選択させる場合，外国企業に自主的に汚染度の低い技

術 Lを選択させるためには，補助金を与えねばならない．この補助金給付に伴う社会厚生の減少

は，θ が比較的小さい時，環境改善に伴う消費者余剰の増加によって相殺できない．従って，補助

金を与えずに両企業が共に汚染度の高い技術を選択する (H,H)を実現する方が，社会厚生上望ま

しい．さらに，直接規制と補助金政策の θ の閾値を比較すると，外国企業に補助金を与えること

で社会厚生が減少する分，θ の閾値は補助金政策の方がより大きくなる．すなわち，外部不経済

が十分大きくなければ，補助金政策の下で (H,L)から (L,L)には移行しない．

課税政策の下では，政府が外国企業に汚染度の高い技術 Hを選択させて税収を得ることで，直

接規制や補助金政策よりも高い社会厚生を実現できる場合がある．このため，(H,H)が選択され

る θ の範囲が補助金政策の範囲よりも大きくなる．技術 Lの私的限界費用 cが高い場合は，外国

企業は技術 Lから技術Hへの逸脱により大きな利潤を獲得できるので，政府が技術Hを容認する

ことで得る税収も大きくなる．結果的に，直接規制で社会厚生最大となる (H,L)よりも高い厚生

を得ることができ，課税政策の下で (H,L)が選択されない範囲が増える．

図3，図 4，図5を参照し，直接規制と補助金政策・課税政策の最適な技術選択を比較すると，図

6の通りとなる．ここで θ̂ HH
LL < θ HL

LL < θ̂ HL
LL が成立するので，θ ∈ [0, θ̂ HH

HL )の時，直接規制では (H,L)
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が望ましいにもかかわらず，補助金政策では (H,H)が選ばれる．補助金を与えて外国企業に技術

Lを選択させると補助金分厚生が減少するので，政府は補助金による企業へのインセンティブ付け

を諦め，結果的に (H,H)が実現する．一方，θ ∈ [θ HL
LL , θ̂ HL

LL )の時，直接規制では (L,L)が望ましい

にもかかわらず，補助金政策では (H,L)が選ばれる．外国企業に技術 Lを選択させることはどち

らのケースでも望ましいが，補助金政策の下で，(L,L)を実現するのに必要な補助金は (H,L)実現

に必要な補助金を上回る (ŝHL
f < ŝLL

f )．従って，θ が十分大きく (L,L)の下で消費者余剰が十分改善

しない限り，外国企業への補助金支払いの少ない (H,L)が選択される．これらの点が，直接規制

と補助金政策の技術選択の違いである．

続いて，課税政策の技術選択と比較する．課税政策の下で c < c̃ならば (H,L)が選択される余地

はあるが，c ≥ c̃ならば (H,L)は決して選択されない．たとえ (H,L)が選択されるとしても，直接

規制や補助金政策と比べると (H,L)が選択される範囲が小さい．θ̂ HH
HL < θ̃ HH

HL が成立するので，課

税政策は補助金政策よりも，(H,H)が選択される範囲が大きくなっている．理由は，補助金で外国

企業の技術選択を誘導する場合，国富の一部が流出するのに対し，課税政策の下で外国企業への

課税は税金分社会厚生が増加するので，たとえ外部不経済が大きくとも，外部不経済を上回る税

収により厚生が増加するからである．なお θ̃ HH
HL ≶ θ̂ HL

LL ⇔ c ≶ c̃HH
LL ≡

√
11−3 ≈ 0.31662より，補助

金政策と課税政策で (L,L)が選択される θ の閾値のどちらが大きいかは，cの大きさに依存する．

�0 ^
�HL

HH ^
�LL

HL
�LL

HL

直接規制

(H, H) (H, L) (L, L)

(H, L) (L, L)

L補助金政策

課税政策

�
�HL

HH

(c < 
�
cLL

HH
)

(c ≥ 
�
cLL

HH
)

課税政策

(H, H) (L, L)(H, L)

�
�HL

HH

(H, H) (L, L)

図 6: 直接規制，補助金政策，課税政策の技術選択
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5 結論と今後の課題

本論文は，外部不経済を生み出す生産技術を企業が自ら選択できる状況を考察し，規制当局が

自国の社会厚生を最大にする最適な規制をどう設定するかについて分析を行った．規制当局が企

業の選択する技術を直接規制できない場合，技術を自己選択させるために適切なインセンティブ

を与える必要がある．本研究では，政府が補助金政策または課税政策を通じて企業に技術を自己

選択させる状況を考え，社会厚生を最大にする生産技術がどのように選択されるのかを明らかに

した．はじめに，外国企業が存在しないベンチマークでの最適な補助金・課税政策を明らかにし

た後，外国企業が存在する状況で，自国企業と外国企業が外部不経済を持つ生産技術を自己選択

する状況を考察した．どの技術を企業に選択させるのが社会厚生の観点から望ましいかが，外部

不経済の程度に応じて直接規制のケースとは異なることを明らかにした．主な結論は以下の通り

である．第一に，直接規制とは異なり補助金・課税政策の下で，外部不経済が小さい時には，自

国企業と外国企業に外部不経済の大きい技術を自己選択させる状況が現われる．第二に，補助金

政策よりも課税政策の方が，外部不経済の高い生産技術の選択に寛容となる．第三に，外部不経

済の程度が大きい時は，補助金政策・課税政策共に，自国・外国企業に対して外部不経済の小さ

い技術を自己選択させるが，外部不経済の水準の閾値は直接規制の時と比べて大きくなる．

最後に，今後の課題を述べて筆を擱く．第一に，本論文の内容は，Costinot (2008)が分析した製

品基準の国際的合意に関する比較制度分析を，生産技術の直接規制から企業の自己選択に拡張す

ると，結果がどう変化するかを考察するための分析上の出発点に過ぎない．本来であれば，2国モ

デルで両国企業の生産技術への規制制度の選択を考える必要がある．その分析のための準備段階

として，自国内に外国企業が存在する場合に，自己選択させる最適規制がどうなるのかについて

分析結果を示したものである．例えば，2国政府が戦略的に課税政策を実施する場合，近隣窮乏化

政策に陥り，1国モデルとは異なる結論が得られる．また，2国政府による戦略的決定を踏まえて，

国際的合意の制度選択を分析する必要がある．本研究で示された分析結果を足掛かりとして，2国

モデルの製品基準の国際的合意に関する比較制度分析を行うことが，今後の研究課題である．第

二に，本論文では製品の品質基準のみを扱い，互換性基準については考察していない．互換性基

準は品質基準とは異なり，外部不経済ではなくネットワーク外部性等に見られる正の外部性が発

生し，従来のビジネス慣行としても，政府が規制するより企業間の交渉に委ねられることが多い．

しかし近年では，生成系AI規制やデジタル規制のように，互換性基準についても国家による規制

が議論されている．従って，互換性基準についても，企業の自己選択の観点から最適な規制を議

論することは意味があり，今後の研究課題と思われる．第三に，本研究は分析の簡単化のため，情

報の非対称性の問題については扱っていない．とはいえ，Laffont and Tirole (1993)に代表される

ように，情報の非対称性下の最適規制の設計問題を考えることは，環境規制に関して規制当局が

置かれている現実的な状況を踏まえた政策提言を行う上で不可欠である．今後の課題として，企

業の私的情報や外部不経済の程度に関する情報の非対称性を考慮したモデルの拡張が考えられる．
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